予算要求資料
令和2年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：老人福祉費
	事業名 短時間巡回型訪問介護基盤強化事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　事業者指導係　電話番号：058-272-1111（内2602）
E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　4,446千円（前年度予算額：8,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	8,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,000

	要求額
	4,446
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,446

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　高齢化の進展に伴う要介護高齢者の増加が見込まれる現況下において、

「地域包括ケア」を推進するうえで、高齢者が可能な限り住み慣れた地域
で日常生活を営むことができるよう、要介護者の生活リズムに合わせた短時間の訪問介護サービスの充実が必須の要件となる。

県では、このようなサービス提供を行うために必要となるケアプランの作成に対して一定の助成を行うことにより、その有効性についてのケアマネジャーの理解促進とサービス普及を図る。
（２）事業内容

　　　身体介護20分未満を含むケアプラン作成に対する助成
　　　・身体介護20分未満：１件あたり
【新規申請事業者】1,000円／月
　　　　　　　　　　 　　　【過去に補助実績がある事業者】500円／月
（３）県負担・補助率の考え方

　補助率：定額
　　
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	4,446
	短時間の身体介護を含むケアプランの作成に対する助成

	合計
	4,446
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　　　「岐阜県高齢者安心計画」２－２在宅介護サービスの充実と質の向上
（２）国・他県の状況

　　　　平成２４年度の介護保険法改正により、国・地方公共団体の新たな責務
として被保険者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよう「地域包括ケアの推進」に努めることとされ、要介護高齢者の在宅生活を支えるため「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」及び「身体介護２０分未満」の区分が新設された。「身体介護２０分未満」については、平成２７年度介護報酬改定に伴い、適用範囲が以前と比べて拡大された。
（３）後年度の財政負担
事業効果、介護報酬改定等の状況に即して、適宜制度を見直す。
（４）事業主体及びその妥当性
介護保険サービスはケアマネジャーの作成するケアプランに基づき提供されることから、そこに短時間訪問介護が含まれるようインセンティブを与え、県内のすべての居宅介護支援事業所を対象とするもの。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	短時間巡回型訪問介護基盤強化事業費補助金

	補助事業者（団体）
	県内の指定居宅介護支援事業者
（理由）生活リズムとニーズに合ったケアプランが作成され、これに沿ったサービスが提供されることで、適切な在宅介護サービスを受けることにつながるため。

	補助事業の概要
	（目的）短時間巡回型訪問介護の普及
（内容）当該サービスを位置づけたケアプランへの補助金

	補助率等・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容）身体介護２０分未満を位置付けたケアプラン１つにつき1,000円

（理由）介護報酬の改定に等しい効果があり、居宅介護支援事業所にとって大きなインセンティブとなり得るため。

	補助効果
	短時間巡回型訪問介護サービスの件数増加

	終期の設定
	終期　令和２年度
理由　平成２８年度より補助対象を見直したため


（事業目標）

	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

平成２８年度から、より多くの利用者へサービスが提供できる身体介護（２０分未満）に補助対象を絞っており、より一層の利用促進を図り、在宅介護サービスの更なる普及を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H24年度末)
	目標
(H30年度末)
	目標
(終期)

	1 補助対象サービスの利用件数
	996件
	8,000件
	8,000件


	
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度
	H31年度
	R2年度
(要求)

	補助金交付実績
	9,510千円
	9,000千円
	7,000千円
	8,000千円
	8,000千円
	(要求額）
4,446千円

	指標①目標
	5,600
	9,000
	7,000
	8,000
	8,000
	4,446

	指標①実績
	3,443
	4,505
	6,179
	4,285
	(推計値)
6,110
	(推計値)
4,446

	指標①達成率
	約61％
	約50%
	約88%
	約54%
	(推計値)
約76％
	(推計値)
約100%


（前年度の成果）

	　平成３０年度は補助金要綱を見直し、介護報酬の減算対象事業者を補助対象外としたため、件数は大きく減少した。しかしながら、令和元年度は前々年度並みに回復し、制度が浸透しつつあることから、県高齢者安心計画（Ｈ３０～Ｒ２）における「在宅介護の充実」が推進されている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
地域的な事情などで短時間巡回型訪問介護のケアプランへの位置付けが難しいという実情もあり、普及に向け更なる啓発が必要。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	第７期岐阜県高齢者安心計画の重点事項でもある「在宅介護サー
ビスの充実」に寄与する事業であり、県として取組む必要性が高

い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	申請した事業者数・申請件数とも平成３１年度は増加しており、本事業により短時間訪問介護は着実に定着している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　年間実績報告書の受領、審査後の助成としており、事業の効率化は図られている。


（事業の見直し検討）

	　事業効果、令和３年度の介護保険制度改正・介護報酬改定の状況に即して、適宜制度を見直す。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）

	継続・削減・統合・廃止

（理由）　国や県の方針で、「在宅介護の充実」を掲げているため。


